
 

 

 

 

 

  

株式会社エイチームホールディングス 

2026 年 7 月期 通期決算説明会 

2026 年 9 月 4 日 

本開示は株主・投資家の皆様への情報発信を通じてご理解を賜ること、フェア・ディスクロージャーを

目的としております。なお、書き起こし内容に関して、一部内容・表現を加筆・修正しております。 
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代表取締役社長の林です。エイチームホールディングスの FY2026通期決算説明会をご覧いただ

きありがとうございます。こちらのスライドは、本日のハイライトとなっております。この後、詳

しくご説明いたします。 

 

 

本日の項目は、このスライドの通り、主に 4 つとなっております。 
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FY2026 通期の連結決算概要です。売上高は 229 億 9,700 万円、YonY 96.2%、予想比 93.9%。

調整後 EBITDA は 11 億円、YonY 64.0%、予想比 73.4%。経常利益は 5 億 8,400 万円、YonY 

36.8%、予想比 64.9%。当期純利益は 3億 5,900万円、YonY34.7%、予想比 60.0％となってお

ります。こちらに関しまして YonY で減収減益となりました。中期経営計画の達成に向けて各種取

組を推進するものの、暗号資産の価格変動の影響を大きく受けた結果、経常利益が大幅に減少して

おります。以下スライドは、連結業績予想に対する実績、前期比での実績をグラフ化したものです。 
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経常利益が大幅に減少した要因としては、暗号資産の価格変動に伴う影響によるものです。例え

ば、主要な暗号資産であるビットコインの場合、2025 年 7 月末から 2026 年 7 月末までの 1 年間

でビットコインの価格が約 1,700 万円から約 900 万円と大幅に下落しております。この結果、販

売促進引当金の戻入に伴い営業利益を押し上げます。一方で、暗号資産価格の下落に伴い暗号資産

評価損が営業外費用に計上されるため、経常利益を押し下げる要因となっています。このように、

暗号資産の影響を大きく受けた結果になっております。 
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従前よりご説明させていただいておりますが、暗号資産の市場価格が業績に与える影響について

です。暗号資産の価格が上昇した場合、販売促進引当金繰入額が増加するため費用が増加し、営業

利益が減少します。一方で、暗号資産評価益の計上により経常利益は増加します。暗号資産の価格

が下落した場合は、その反対で、今回のように営業利益は増えますが、経常利益を押し下げる要因

になります。 
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セグメント別の業績についてです。デジタルマーケティングにおいては、好調に推移する D2C

が下支えしたものの、減収減益となっております。M&A で取得した企業が収益に貢献した一方で、

株式譲渡や利益確保のための広告費抑制により、売上高は減少しております。また、一部のメディ

アにおける集客競争の激化や、当社が非注力とした領域の影響もあり、それに伴い売上高と利益が

減少しました。 

エンターテインメントにおきましては昨期と大きな変化はございませんが、引き続き既存タイト

ルのダウントレンドにより YonY で減収傾向であるものの、ゲームアプリの運営効率化によって収

益を確保しております。 
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続いては、FY2026 Q4の決算サマリーです。売上高は 57億 5,400万円、YonY 96.7%、QonQ 

97.1%。調整後 EBITDA は 3 億 2200 万円、YonY 105.2%、QonQ 122.8%。経常利益は 1 億

9,900 万円、YonY 54.2%、QonQ 116.4%。四半期純利益 1,600 万円、YonY 66.8%、QonQ 

14.5%という結果となっております。 

 

売上高は、当社が非注力とした一部のメディア、および競合他社の出稿強化に伴い、当社が広告

出稿を抑制した結果、減少しました。一方で、調整後 EBITDA は増益となっています。 
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セグメント別としましては、スライドの通りです。 

 

デジタルマーケティングは、売上高 46億 9,900万円、調整後 EBITDA4億 6,000万円。エンタ

ーテインメントは、売上高 10 億 5,400万円。調整後 EBITDA6,800 万円となっております。 

 

デジタルマーケティングの四半期ごとの業績推移です。YonY では減収増益、QonQ では減収増

益となっております。好調に推移する D2C が下支えしております。さらに、M&A でグループ入り

した microCMS 社の売上高が貢献しており、microCMS 社も YonY で順調に成長しております。 
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エンターテインメントについては、大きな動きはなく、協業案件により黒字を維持しております。

協業比率は、現時点で 22.6%です。そして、自社のタイトルの海外売上比率は、約 40%で推移し

ています。 
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連結四半期業績の推移については、こちらのスライドに記載のとおりです。 

 

 

次に、中期経営計画の振り返りおよび今後の取組についてお話します。スライドに示す通り、私

たちが FY2028（2028年 7 月期）に向けて掲げている中期経営計画では、売上高 340億円、調整

後 EBITDA40億円、営業利益 20億円、総還元性向平均 100%以上という目標を掲げております。 
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中期経営計画として取り組む 3 つのテーマについてもご説明します。 

 

1 つ目のテーマは「成長性の向上に向けた成長戦略の遂行」です。こちらは M&A に関する成長

戦略です。振り返ると、これまでの接触企業数は 293社、その結果として 5社のM&Aを実行し、

総額 33億円を投資しました。また、M&Aの実行体制の変更を行っています。資金調達としては、

10 億円の借入を実行しました。PMI の方針として、グループ入りした各社の自立性を尊重する

「合衆国化」をテーマに掲げ、PMIを実施しています。 
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中期経営計画における M&A の実績と今後の目標です。これまで 5 社の M&A を実行し、33 億円

を投資しております。中期経営期間中の 4年間で 100億円のM&A投資を計画していますので、今

後の 2 年間で残り 67 億円の M&A を実行する計画です。 

 

今後の M&A の方針として、「エイチームらしさ」を発揮できる、ビジネスの成長を加速できる

事業の取得を目指しております。 
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こちらのスライドには、これまでに当社にジョインしていただいた 5 社が記載されています。 

microCMS 社は、ヘッドレス CMS というもので、ホームページの管理画面を制作・更新するツ

ールです。Paddle 社は、歩くと暗号資産に交換可能なポイントが貯まるポイ活アプリを提供して

います。WCA 社は、WEB マーケティング支援事業を行っております。ストレイナーは、経済メデ

ィア「Strainer」の運営を行っております。シグニティ社は WEB プッシュ通知配信サービス

「PUSH ONE」を提供しております。 

 

 

続いては、M&A の活動状況の報告です。 

累計で 293 社と接触しており、トップ面談 71 社、SPA/実行は 5 社という結果となっておりま

す。行動量の増加率としては、順調に増加している状況です。 

 

  



 
 

 

 

 

 
13 

 

そして先述の通りですが、M&A の実行体制の変更を行っております。 

以前設置していた経営戦略室を2026年5月に再編し、M&A推進室を設置しております。また、

M&A の実行体制とガバナンスの強化に向けて、投資委員会を設置しており、M&A 投資の妥当性を

監督・評価します。このように、M&Aを推進する「Ｍ&Ａ推進室」と、投資規律を踏まえた意思決

定を監督・評価する「投資委員会」、この 2 つの機関によって M&Aの実行体制を強化します。 

 

 



 
 

 

 

 

 
14 

 

PMI の進捗です。これまで、5 社の M&A を実行しています。デジタルマーケティング事業の売

上高のうち、約 10%がジョイン企業の売上高で構成されています。スライドに記載の通り、

microCMS 社、Paddle社が好調に推移しております。 

 

 

microCMS 社は順調に伸びており、ポイントは４つです。 
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今までの microCMS は、インバウンド型の受注が主流でしたが、ビジネスチームを新設し、攻

めのアプローチにシフトしたことです。そして2つ目は、エンジニアコミュニティサイト「Qiita」

内においてプロモーションを強化していることです。そして３つ目は、新しくジョインしたプッシ

ュ通知サービス「PUSH ONE」との連携を開始したことです。「microCMS」の機能のラインナッ

プの１つとして、「PUSH ONE」のプッシュ通知機能をオプションで提供する施策を実施していま

す。4 つ目に、マーケティングパートナーとして、microCMS 社の代理店網を構築し、現在は提携

社数が 100 社に達していることです。これらが寄与した結果、順調に成長し、このような実績と

なっております。 

 

 

Paddle 社に関しましても順調に伸びており、主な取組は４つです。1 つ目が、日本国内の暗号

資産アプリとして３位という実績。２つ目、グローバル展開。そして 3 つ目、新しい暗号資産アプ

リを出しております。最後に、アフィリエイト施策の強化、暗号資産取引所とのリレーションを強

化した結果、このような結果となっております。 
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続きまして、中期経営計画の 2 つ目のテーマである「リスク・ボラティリティの低減に向けた取

組」についてです。大きくは「事業ポートフォリオ管理」「既存事業の運営方針」の２つです。事

業ポートフォリオ管理に関しては、収益性と成長性の指標に基づいて経営管理を実行し、必要に応

じて既存サービスの売却なども検討しています。また、実績として、「ナビナビ保険」「ライフド

ット」、この 2つのサービスの売却を実行しました。 

既存事業の運営方針について、エンターテインメント事業は、リスク・ボラティリティの大きい

事業領域であるため、低リスク・ミドルリターンの協業型にシフトしています。 

既存事業の強化に関して、自動車の買取査定・車買取サイト「ナビクル」に新サービスを追加し、

「ナビクルアシスト」をリリースしました。引越し比較・予約サイト「引越し侍」におきましても、

「引越し侍 スマート比較」というものをリリースしています。 

従来は、「ナビクル」であれば車買取会社、「引越し侍」であれば引っ越し会社といった事業者

様の約 10 社から、利用者の方にお電話がかかっていた状況でした。新サービスのリリースにより

「ナビクルアシスト」では１社のみから、「引越し侍 スマート比較」では 3 社からしか電話がか

かってこないという新たなサービスを展開しています。 
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D2C に関しましては、継続購入と定期購入型を主軸としたビジネスモデルとして、全社の利益

を圧迫しない範囲で広告投資をコントロールしながら、新たな顧客の獲得を目指す方針です。その

ため、D2C においても、リスク・ボラティリティを低減した運営が実現できています。これらが、

リスク・ボラティリティ低減に向けた取組です。 

 

中期経営計画の３つ目の取組テーマである「株主還元の強化」についてです。中期経営計画では、

株主還元総額を 40 億円から 50 億円、総還元性向平均 100%としております。FY2025 から

FY2026 の 2 年間で約 24 億円の株主還元を実施しております。スライド内のグラフにおいて、赤

い棒グラフ部分が、これまでに実施した配当総額です（中期経営計画期間中の累進配当によって

FY2027・FY2028 は配当額の維持を想定）。FY2025 の配当実績は 4 億 1,000 万円、FY2026 に

ついては、年間配当を 1 株当たり 22 円（FY2025 実績）から 28 円（FY2026 実績）と増配して

いるため、配当総額は 5億 2,200万円となっております。FY2025のグレー部分の 14億 7,200万

円については自社株買いによるものです。これらを合算して、約 24 億円を株主還元に実施したと

いう結果になります。引き続き、自社株買い、そして中期経営計画で掲げる累進配当のもと、配当

の維持及び増配などを検討してまいりたいと思います。 
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中期経営計画の達成に向けた今後の取組は、積極的な M&A の推進、既存事業において「稼ぐ力」

を高めること、この２つです。M&A については、次のスライドでご説明します。既存事業の「稼

ぐ力」を高めるというお話は、先ほどご紹介した新サービスで拡大していこうと考えております。 
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M&A を主軸とした今後の方向性については、創造性×技術力を駆使して、「エイチームらしさ」

を発揮できるビジネスで戦います。今後は、プロダクトに独自の強みを持つビジネスを展開してい

る企業様と、今後ともに成長していこうと考えております。 

私たちの「エイチームらしさ」とは、創業以来、基本的には「創造性」、すなわち「アイデア」

と高い「技術力」を活用することです。そして、事業運営のポリシーである「継続顧客はいるの

か？」「ビジネスは高い独立性を有しているのか？」「市場での優位性はあるのか？」といった成

長ビジネスの 3大条件を持つ企業と共に成長していきたいと考えています。 

さらに、エイチームの文化に似ている企業であれば、なお良いと思います。すでにジョインして

いただいた 5 社は、実際にこのような条件を満たしていると考えています。 

 

中期経営計画では、FY2028 までに調整後 EBITDA の 40 億円達成を目指します。こちらのスラ

イドにはその内訳を示しています。FY2026 の実績 11 億円に対し、先ほどお話しした新しいサー

ビスの展開や既存事業のさらなる成長によって、20 億円から 25 億円を計画しています。 

また、新たにM&Aによって得られる調整後EBITDAは、5億円から 10億円を想定しています。

M&A 投資総額 100 億円のうちすでに 33 億円を投じており、67 億円が残っています。これらを活

用し、スライド記載のような結果を出していく計画です。その結果として、調整後 EBITDA は 40

億円を見込んでいます。 
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中期経営計画の達成に向けた 4 つの戦略転換の取り組みについては、昨期から大きな変更はあり

ませんが、従来の BtoBtoC領域から、より BtoBの領域へと拡大しています。実際の取組例として

は、広告代理店業務や新たな集客チャネルの提案を進めています。また、M&A を中心とした成長

戦略や財務戦略も推進しています。その結果として、スライド右側に記載のとおり、PER の成長お

よび WACC の低減に取り組んでいく方針です。 

 

最後になりますが、株主還元および業績・配当予想についてご説明します。FY2027 の業績予想

は、売上高 240 億円、各領域別では、デジタルマーケティング事業が 202 億円で、エンターテイ

ンメント事業は 38 億円を見込んでいます。また、調整後 EBITDA は 12 億円、EBITDA は 11 億

円、営業利益は 6億円、経常利益は 6億円、親会社株主に帰属する当期純利益は 3億円と予想して

います。 
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連結業績予想の考え方についてです。 

暗号資産の価格が今後どのように推移するかは予測が難しいため、経常利益などに関しては

FY2026 期末の暗号資産価格から変動しないと仮定して業績を予想しています。 
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配当については、引き続き 1 株当たり 28 円の年間配当を、中間・期末の 2 回に分けて実施する

予定です。配当性向は 173.5%を見込んでいます。 

 

株主優待については、当社株式を 5 単元以上保有する株主さまに「QUO カード」を年間で 2 万

円分、中間と期末に各 1万円分ずつ進呈することを決定しています。 
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FY2027 は、M&A を積極的に進めるとともに、新サービスや既存事業の成長を図り、「稼ぐ

力」を高めて、中期経営計画の達成に向けた階段を着実に上る 1年としたいと考えています。

 

 

私からのご説明は以上になります。 


